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付則 

第1章 総則 

(趣旨) 

第1条 浅川清流環境組合(以下「組合」という。)が締結する売買、貸借、請負その他の契約に関する事務

の取扱いに関しては、別に定めがあるもののほか、この規則の定めるところによる。 

(定義) 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 契約 組合を当事者の一方とする売買、貸借、請負その他の契約をいう。 

(2) 契約者 組合と契約を締結する相手の者をいう。 

(3) 入札者 契約者となるため入札をする者をいう。 

(4) 公示 新聞紙上、掲示、インターネットその他の方法により公告することをいう。 

(5) 一般財団法人GovTech東京 都民及び事業者があらゆる活動において、デジタル技術の便益を享受

できる社会が実現されるよう、デジタル技術を活用した公共サービスの推進について、都民等の利便

性の向上、地方公共団体の行政運営の簡素化及び効率化並びに社会経済活動の更なる円滑化を図り、

もって生活の向上や首都東京の発展に寄与し、ひいては、日本のデジタル社会の形成に寄与すること

を目的として設立された団体（以下「GovTech東京」という。）をいう。 

(6) 東京電子自治体共同運営電子調達サービス 東京都内の自治体が共同で運営する次号に規定するサ

ービス及び入札情報の閲覧を電子計算組織によって処理する情報処理システムをいう。 

(7) 資格審査サービス 管理者の属する構成団体が行う入札参加者の資格審査に関する事務をGovTech

東京の行うサービスによる電子計算組織によって処理する情報処理システムをいう。 

第2章 一般競争入札による契約 

(参加資格の審査等) 

第3条 管理者は、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号。以下「政令」という。)第167条の5第1項及び

第167条の5の2の規定により資格を定めた場合においては、一般競争入札に参加しようとする者の申請を

まって当該資格を審査し、申請者に通知しなければならない。 

(入札の公示及び公示する事項) 
第4条 一般競争入札による契約を締結しようとするときは、次に掲げる事項について、その入札期日の前

日から起算して少なくとも10日前までに公示するものとする。ただし、急を要する場合においては、そ

の期間を5日まで短縮することができる。 

(1) 競争入札に付する事項 

(2) 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

(3) 契約書案その他の入札に必要な書類を示すべき場所及び日時 

(4) 入札保証金に関する事項 

(5) 入札並びに開札の場所及び日時 

(6) 前各号に掲げるもののほか、入札について必要と認める事項 

(入札保証金) 

第5条 管理者は、一般競争入札により契約を締結しようとする場合においては、その競争に参加しようと

するものをして、その者の見積もる契約金額(単価による入札にあっては、契約金額を予定数量を乗じて

得た額とする。)の100分の3以上の入札保証金を納めさせなければならない。ただし、次に掲げる場合に

おいては、その全部又は一部を免除することができる。 

(1) 入札者が保険会社との間に組合を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 
(2) 第2条の規定に基づく適正な資格を有する者で、過去2年間に組合若しくは国又は他の地方公共団体

と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、かつ、これらを全て誠実に履行

したものについて、その必要がないと認めるとき。 

(入札保証金の納付) 



第6条 入札保証金は、公示において定められた場所、期限及び手続に従い納付しなければならない。 

(入札保証金に代わる担保) 

第7条 入札保証金は、次に掲げる担保(以下「代用担保」という。)を代用することができる。 

(1) 国債及び地方債 

(2) 銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手 

(3) 銀行に対する定期預金債権 

(4) 銀行の支払保証 

(5) 前各号のほか、管理者が確実と認める担保 

(予定価格の作成) 

第8条 一般競争入札に付する事項の価格を、当該事項に関する仕様書、設計書等(当該仕様書、設計書等

に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。)によって予定し、その予定価格を記載した書面(第1号

様式)を封書にし、開札場所に置かなければならない。 

2  予定価格は、競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければならない。ただし、一定期間継

続する製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契約及び土地の売払いに関する契約の場合において 

は、単価について予定価格を定めることができる。 

(入札方法) 

第9条 一般競争入札をしようとする者は、入札書(第2号様式。以下第3項、第10条第3号から第5号までに

おいて同じ。)を入札の公示において定められた所定の日時、場所及び方法に従い提出しなければならな

い。 

2 代理人をもって入札しようとする者は、入札前に委任状(第3号様式)を提出しなければならない。 

3  入札書は1人1通とし、入札者は他の入札者の代理人となることができない。 

(入札の無効) 

第10条 一般競争入札の場合、次の各号の一に該当するときは、入札を無効とする。 

(1) 入札に参加する資格がない者のした入札 

(2) 所定の日時までに所定の入札保証金を納付しない者がした入札 

(3) 郵便等による入札を認めた場合において、入札書が所定の日時までに所定の場所に到着しないもの 

(4) 入札書の記載事項が不明なもの又は入札書に記名若しくは押印のないもの 

(5) 同一事項の入札について2通以上の入札書を提出したもの 

(6) 他人の代理を兼ね、又は2人以上の代理をしたもの 

(7) 談合その他不正と認められる行為があったとき 

(8) 前各号に掲げるもののほか、特に指定した事項に違反したもの 

(再度入札に対する入札保証金) 

第11条 政令第167条の8第4項の規定により、再度入札する場合においては、初度の入札に対する入札保証

金の納付(代用担保を含む。)をもって、再度の入札における入札保証金の納付があったものとみなす。 

(入札保証金等の返還) 

第12条 入札保証金又は代用担保は、落札者に対しては契約保証金の納付後、代用担保が提供される場合

は、当該担保の提供後その他の者に対しては、落札者の決定後これを返還するものとする。     

(入札保証金に対する利息) 

第13条 入札保証金に対しては、その受入期間につき利息を付さないものとする。 

(落札者) 

第14条 売却及び貸付けの場合においては、予定価格以上の最高価格の入札者をもって落札者とする。 

2  前項に規定するもの以外については、予定価格以下の最低価格の入札者をもって落札者とすることがで

きる。 

(最低制限価格の決定方法) 

第15条 政令第167条の10第2項の規定により、あらかじめ最低制限価格を設けようとするときは、予定価

格の10分の8の範囲内において、当該工事又は製造その他の請負の予定価格を構成する材料費、労務費、

諸経費等の割合その他の条件を考慮して、当該工事又は製造その他の請負ごとに適正に定めなければな

らない。 

2  前項の規定により、最低制限価格を定めた場合は、その最低制限価格を記載した書面(第1号様式)を封

かんし、第8条の予定価格を記載した書面とともに開札場所に置かなければならない。 

第3章 指名競争入札による契約 

(指名競争入札参加資格等) 

第16条 指名競争入札に参加しようとする者は、引き続き1年以上その営業を営んでいなければならない。

ただし、法人の場合において、その代表者が1年以上同一の営業に従事した者であるときは、この限りで

ない。また、売却及び貸付の場合又は管理者が特別の理由があると認める場合はこの限りでない。 

2 前項に定めるもののほか、指名競争入札に参加しようとする者の申請をまって、契約の種類及びその金

額に応じて事業の実績、従業員の数、資本の額その他経営の規模及び状況を要件とする資格を有するか 



否について管理者の属する構成団体が行った審査及び格付けは、管理者が資格の審査及び格付を行った

ものとみなす。 

3  東京電子自治体共同運営電子調達サービスを利用している他の地方公共団体が、資格審査サービスによ

り行った資格の審査及び格付は、管理者が資格の審査及び格付を行ったものとみなす。 

4  管理者は、前2項の格付とは別に格付を行うことができる。 

(指名基準) 

第17条 指名競争入札により契約を締結しようとする場合において、必要があると認めるときは、入札に

参加させようとする者の指名の基準について、管理者が別に定める。 

2  前項に規定する場合において、別に定める業務の委託及び物品の購入に関する基準については、格付を

用いないものとする。 

(入札者の指名) 
第18条 指名競争入札に付するときは、当該入札に参加できる資格を有する者のうちから、当該入札に参

加させようとする者をなるべく3人以上を指名しなければならない。 

2  前項の規定により入札者を決定したときは、第4条各号に掲げる事項(同条第2号に掲げる事項を除く。)

を入札者に通知する。 

(指名業者選定委員会への付議) 
第19条 管理者は、予定価格が2,000万円以上の工事及び製造その他の請負並びに物品の購入に関して、前

条第1項の規定により指名競争入札に参加させようとする者を指名しようとするときは、別に定める浅川

清流環境組合指名業者選定委員会に付議しなければならない。 

2 随意契約によろうとする場合であっても特に必要があると認めたものについては、前項の規定を準用す

る。 

(一般競争入札に関する規定の準用) 
第20条  第5条から第15条までの規定は、指名競争入札の場合について準用する。

第4章 随意契約 

(随意契約とする契約) 

第21条 政令第167条の2第1項第1号の規定による随意契約は、次の各号に掲げる契約の種類に応じ、当該

各号に定める額をもって限度とする。 

(1) 工事又は製造の請負 130万円 

(2) 財産の買入 80万円 

(3) 物件の借入 40万円 

(4) 財産の売払い 30万円 

(5) 物件の貸付け 30万円 
(6) 前各号に掲げるもの以外のもの 50万円 

(特定の随意契約に係る手続) 

第22条 管理者は、政令第167条の2第1項第3号又は第4号に該当する場合に行う随意契約をするときは、次

に掲げる手続を行うものとする。 

(1) 契約を締結する前に次に掲げる事項を公表する。

ア  契約の件名 

イ 契約に関する事務を所管する組織の名称

ウ 契約に係る業務の概要 

エ 契約履行場所 

オ 契約締結予定日 

カ 契約の相手方の決定方法

キ 契約の選定基準 

(2) 契約を締結した後に前号アからエまでに掲げる事項及び次に掲げる事項を速やかに公表する。

ア  契約を締結した日 

イ 契約期間

ウ 契約金額 

エ 契約の相手方となった者の名称

オ 契約の相手方とした理由 

(予定価格の決定) 

第23条 随意契約によろうとするときは、あらかじめ第8条の規定に準じ予定価格を定めなければならな

い。ただし、管理者が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。 

(見積書の徴取) 

第24条 随意契約によろうとするときは、契約条項その他見積りに必要な事項を示し、原則として2人以上

の者から見積書を徴さなければならない。ただし、管理者が特別の理由があると認める場合は、この限

りでない。 



2  前項の2人以上の範囲は、公平性及び経済性を考慮し、別に定める。 

(見積書徴取の省略) 

第25条 次の各号の一に該当する場合は、前条の規定にかかわらず、見積書の徴取を省略することができ

る。 

(1) 国、地方公共団体その他公法人と契約を締結するとき。 

(2) 法令により価格の定められている物品を購入するとき。 
(3) 1件の予定価格が、2万円未満の工事、修繕その他の請負契約(委託契約を含む。)を締結するとき、

又は1件の予定価格が1万円未満の物品を購入するとき。 

(4) 見積書を徴取できない特別の理由があるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、緊急性を要するもの又は見積書を必要としないものと認められると

き。 

第5章 せり売りによる契約 

(せり売りによる手続) 

第26条  せり売りは、一般競争入札の例により処理しなければならない。

第6章 契約の締結 

(契約書の作成及び記載事項) 
第27条 管理者は、競争入札による契約又は随意契約の相手が決定したときは、遅滞なく次に掲げる事項

を記載した契約書を2通作成し、記名、押印の上、当該契約書1通を当該契約の相手方に交付しなければ

ならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項についてはこの限りでない。 

(1) 契約の目的 

(2) 契約金額 

(3) 履行期限 

(4) 契約保証金に関する事項 

(5) 契約履行の場所 

(6) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

(7) 監督及び検査 

(8) 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金 

(9) 危険負担 

(10) 契約不適合責任 

(11) 契約に関する紛争の解決方法 

(12) その他必要な事項 

(契約書の省略) 

第28条 次に掲げる場合においては、契約書を省略することができる。 

(1) 1件50万円を超えない随意契約をするとき。 

(2) せり売りに付するとき。 

(3) 物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき。 

(4) 国、地方公共団体、その他公法人又は公益法人と契約するとき。 
(5) 前各号に掲げるもののほか、随意契約においてその必要がないと認めるとき。 

(請書等の徴取) 

第29条 管理者は、前条の規定により契約書の作成を省略する場合においても、契約の適正な履行を確保

するため1件2万円以上の随意契約をするときは、請書その他これに準ずる書面を徴さなければならな 

い。 

(契約保証金) 
第30条 管理者は、契約者をして契約金額の100分の10以上の契約保証金を納めさせなければならない。た

だし、次に掲げる場合においては、その全部又は一部を免除することができる。 

(1) 保険会社との間に、組合を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

(2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券の提供をしたとき。 

(3) 債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又は組合が確実と認める金融機関等の保

証を付したとき。 

(4) 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証を付したとき。 

(5) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されるとき。 

(6) 物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。 
(7) 前各号に定めるほか、第2条及び第16条に規定する参加資格を有する者又は随意契約若しくはせり

売りの契約の履行に当たって、履行しないおそれがないと認められるとき。 

(契約保証金に代る担保等についての入札保証金の規定の準用) 

第31条  第7条及び第13条の規定は、契約保証金について準用する。

第7章 契約の履行 



(売払代金の完納時期) 

第32条 財産の売払代金は、他の特別の定めがある場合を除くほか、その引渡しのときまでに完納させな

ければならない。 

(貸付料の納付時期) 

第33条 財産の貸付料は、他に特別の定めがある場合を除くほか、前納させなければならない。ただし、

貸付期間が4カ月以上にわたるものについては、分割して定期に前納させることができる。     

(前金払及び中間前金払) 

第34条 土木工事、建築工事及び設備工事並びに工事に関する調査、設計又は測量(以下「公共工事」とい

う。)については、当該公共工事の請負者に対し、契約金額の10分の4(工事に関する調査、設計又は測量

については10分の3)を超えない範囲内で、1億円を限度として、政令附則第7条の規定による前金払をす

ることができる。 

2 前項の規定により前金払をした調査、設計又は測量を除く公共工事については、次の各号に掲げる要件

に該当するときは、契約金額の10分の2を超えない範囲内で、既にした前金払に追加して前金払をするこ

とができる。 

(1) 工期の2分の1を経過していること。 

(2) 工程表により工期の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る作業が行

われていること。 

(3) 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が契約金額の2分の1以上の額に相当すること。 

3 前金払をした後に、設計変更その他の理由により契約金額を変更した場合において、変更後の契約金額

が変更前の契約金額の10分の2以上増減したときは、当該変更後の金額に応じて前払金を追加払し、又は

返還させることができる。 

4 前払金の支払を受けた者が次の各号の一に該当する場合は、既に支払った前払金を返還させるものとす

る。 

(1) 保証事業会社との間の保証契約が解約されたとき。 

(2) 組合との間の契約が解除されたとき。 

(3) 前払金を当該前払金に係る公共工事に必要な経費以外の経費の支払に充てたとき。 
5  前払金及び中間前払金の取扱手続等については、別に定める。 

(部分払) 

第35条 検査に合格した工事、製造その他の請負契約に係る既済部分又は物件の買入契約に係る既納部分

に対し、その完済前又は完納前に代価の一部を債権者に支払うことができる。 

(部分払の限度額) 
第36条 前条の部分払における当該支払金額は、工事又は製造その他の請負契約にあっては、その既済部

分に対する代価の10分の9、物件の購入契約にあっては、その既納部分に対する代価を超えることができ

ない。ただし、個々に分割できる性質の工事その他の請負契約に係る完済部分にあっては、その代価の

全額までを支払うことができる。 

2  第34条の規定により前金払又は中間前金払をした公共工事について、前項の規定により部分払をすると

きは、同項の規定により支払うべき金額から、前払金の額及び中間前払金の額の和に契約金額に対する

既済部分の代価の割合を乗じて得た額を控除して支払うものとする。 

(持込材料に対する支払) 

第37条 工期3月を超える請負契約に係る持込材料に対し、検査に合格したときは、その代価の10分の9以

内の支払をすることができる。 

2  前項の持込材料の代価は、契約内訳書その他により管理者が認定する。 

(部分払等の回数) 

第38条 第36条の規定による工事等の既済部分に対する代価支払の回数は、次のとおりとする。ただし、

管理者が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。 

(1) 契約金額 200万円以上1,000万円未満 1回 

(2) 契約金額 1,000万円以上5,000万円未満 2回以内 

(3) 契約金額 5,000万円以上1億円未満 3回以内 

(4) 契約金額 1億円以上 4回以内 
2  前条の持込材料に対する代価の支払回数は、4回以内とする。 

(遅延利息) 

第39条 契約者の責めに帰すべき事由により契約の期間を延長する場合は、遅延日数1日につき、契約金額

に政府契約の支払遅延防止等に関する法律(昭和24年法律第256号)第8条第1項に定める割合(年当たりの

割合は、閏年の日を含む期間についても、365日の割合とする。)を乗じて計算した額(100円未満の端数

があるとき又は100円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。)を遅延利息として徴

収する。この場合において、検査に要した日数は、これに算入しない。 

第8章 監督及び検査 



(監督員の一般的職務) 

第40条 管理者から監督を命ぜられた職員又は政令第167条の15第4項の規定に基づき、監督の委託を受け

た者(以下「監督員」という。)は、契約書、仕様書及び設計書その他の関係書類(当該仕様書、設計書及

びその他の関係書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。)に基づいて監督を行わなければな

らない。 

2  監督員は、必要があるときは請負契約の履行について、立会い、工程の管理、履行途中における工事等

に使用する材料の試験又は検査等の方法により監督をし、契約の相手方に必要な指示をしなければなら

ない。 

3  監督員は、監督の実施に当たっては、契約者の業務を不当に妨げることのないようにするとともに、監

督において特に知ることができたその者の業務上の秘密に属する事項は、これを他に漏らしてはならな

い。 

4  監督員は、監督に当たっては総務課長と緊密に連絡するとともに、総務課長の要求に基づき、又は随時

に監督の実施についての報告をしなければならない。 

(検査員の一般的職務) 

第41条 管理者から検査を行う職員として任命された職員又は政令第167条の15第4項の規定に基づき検査

の委託を受けた者(以下「検査員」という。)は、契約についての給付の完了の確認(第35条の規定に基づ

く部分払及び持込材料に対する支払に係る既済部分又は既納部分の確認を含む。)につき、契約書、仕様

書及び設計書、その他の関係書類(当該仕様書、設計書及びその他の関係書類に記載すべき事項を記録し

た電磁的記録を含む。)に基づいて検査を行わなければならない。 

2  管理者は、検査員に事故があるとき、又は件名を限り特別に検査を必要とするときは、検査員以外の職

員に臨時に検査を命令することができる。 

3  検査員(前項の規定に基づき、検査を命ぜられた職員を含む。以下同じ。)は、請負契約について必要が

あるときは、当該契約に係る監督員の立会いを求めて、当該給付の内容について検査を行わなければな

らない。 

4  検査員は、前項以外の契約について、当該給付の内容及び数量について検査を行わなければならない。 

(資金前渡による検査) 

第42条 資金の前渡を受けて契約するときは、資金前渡を受けた者の属する課の職員に検査をさせること

ができる。 

(検査の一部省略) 
第43条 管理者は、政令第167条の15第3項の規定に基づく特約があり、給付の内容が担保されると認めら

れる契約で買入に係る単価が3万円に満たない物件の場合においては、数量以外のものの検査を省略する

ことができる。 

(検査員の兼職の禁止) 
第44条 検査員は、同一契約について監督員の職務を行ってはならない。 

(契約目的物の引渡し) 

第45条 工事及びその他請負の場合の目的物の引渡しは、竣功検査に合格したとき、又は物件の買入れの

場合の目的物引渡は、引渡場所において検査に合格したときをもって完了するものとする。     

(検査の実施細目) 

第46条  検査の実施についての細目は、別に定める。

第9章 契約の解除 

(契約の解除等の通告) 

第47条  契約の解除及び保証金の没収は、書面によってこれを行うものとする。

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。

付 則(平成31年規則第1号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2  この規則の施行の際、この規則による改正前の浅川清流環境組合契約事務規則に規定する様式による用

紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則(令和3年規則第1号) 
この規則は、令和3年6月1日から施行する。 

  付則（令和6年規則第2号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の浅川清流環境組合契約事務規則の規定は、令

和６年４月１日から適用する。 

第1号様式(第8条関係)  

 

 

 

 

 

https://cms.upcs.jp/asakawa/reiki_int/reiki_honbun/word/u242FG00000130.rtf
https://cms.upcs.jp/asakawa/reiki_int/reiki_honbun/word/u242FG00000130.rtf


 
第2号様式（第9条、第10条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://cms.upcs.jp/asakawa/reiki_int/reiki_honbun/word/u242FG00000131.rtf


 
第3号様式(第9条関係) 

https://cms.upcs.jp/asakawa/reiki_int/reiki_honbun/word/u242FG00000132.rtf


 


